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その否定的側面が「活動の制限 imitation of activity」、3
次的な社会生活レベルが「参加 participation」であり、そ





















































































































































Disability（LD）、注意欠陥多動性障害 Attention − Deficit、
Hyperactivity Disorder（ADHD）、高機能自閉症などを有
する人への支援を明確に位置づけた。そして、発達支援と
して、医療・福祉・教育の連携の重要性を指摘し、発達障
がい児を新たに特別支援教育の対象とした。
　国民には発達障がい者への理解と社会参加への協力を求
め、行政には啓発活動とともに早期発見・発達支援を行う
ことを求めている。支援の中核機関として、発達障がい者
センターを位置づけ、都道府県に設置を義務づけた。
○特別支援教育
　1872（明治5）年「学制」発布。国民皆学。障がい児の親
に対して就学猶予・免除
　2003（平成15）年3月、文部科学省「特殊教育から特別支
援教育へ」という障がい児教育の転換。
　特別支援教育では、従来の「障がい児」だけでなく、学
習障がい（LD）、注意欠陥多動性障がい（ADHD）、高機
能自閉症などの子どもも特別な教育的ニーズを有するとし、
必要な支援を行うと位置づけている。これまでの盲・聾・
養護学校を、特別支援学校などと改称し、地域の相談にも
応じるセンター機能をもたせる、教員の免許制度を改善す
る、などの方向性を打ち出している。
　文部科学省は、2002（平成14）年に全国調査を行い、知的
上田衛：わが国の母子保健と障がいのある子どもへの支援施策
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表 6．障害者自立支援法によるサービス
な遅れはないが学習面か行動面で著しい困難を示す子ども
が、普通学級に6.3％（約68万人）在籍しているという結果
を発表した。2006（平成18）年5月の時点で、従来の特殊教
育の対象時は、全児童生徒の1.86％にあたる約20万人であ
る。
終わりに
　以上わが国の戦後の母子保健施策と障がいを抱える子ど
もの国の施策を中心に考察をしたが、結論としては、わが
国もどうにか第1次的な窓口が市町村にまで下りてきたと言
うことからも、障がいを持つ人々の視点に立った制度の運
用が国策として開始されることとなった。
　障害者自立支援法は、2005（平成17）年10月成立し、これ
までの「支援費制度」に替わる制度として2006（平成18）年
4月1日より実施に移された。それまでの支援費制度が僅か
3年で障害者自立支援法に替わった最大の理由は国の財政
事情にあるといえる。そもそも支援費制度とは、利用者（障
がい者）と事業者が直節契約を結んで福祉サービスを開始
することとなっているが、いざ実施が開始されると政府の
当初の予測を大幅に上回る利用があったため、2003（平成
15）年度には1238億円、2004（平成16）年度には274億円もの
予算不足をきたしたということから、政府はこれ以上の支
援制度の継続は困難と判断して、2006（平成18）年10月に「今
後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン
案）」を作り、これを基に作り上げたのが「障害者自立支援
法」である。障害者自立支援法の狙いは、①障がい者の福
祉サービスの一元化、②障がい者がもっと「働ける社会」
に、③地域の限られた社会資源を活用できるよう「規制の
緩和」、④公平なサービス利用のための「手続きや基準の
透明化、明確化」、⑤増大する福祉サービス等の費用を皆
で負担し、支え合う仕組みの教科、そのためには、利用し
たサービスの量や所得に応じた「公平な負担」、国の「財政
責任の明確化」がはかられることであった。このような背
景から作りあげられた障害者自立支援法は、障害者のサー
ビスの利用に際して、制約が加えられることとなり、障が
い者団体や事業者団体、自治体からおおくの異議申し立て
や改善要望が出されることとなった。
　具体的には、①利用者負担のあり方、②事業者の経営基
盤の強化、③障がい者の範囲、④障がい程度区分認定の見
直し、⑤サービス体系のあり方、などが指摘されている。
また、今後の緊急の課題としては、「児童福祉法」により提
供されてきた障がい児施策についても、障害者自立支援法
の見直しにあわせた改正が急務であろう。
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